
 

 

独立行政法人 国際観光振興機構 

総務部 総務・広報グループ 

〒160-0004 東京都新宿区四谷 4-4-1 

TEL: 03-6691-4850 FAX: 03-6691-8787 

【12月】 

 2018年 12月の訪日外客数は、前年同月比 4.4%増の 263万 2千人。2017 年 12月の 252万 1千人

を約 11万人以上上回り、12 月として過去最高を記録した。 

 市場別では、シンガポール、マレーシアが単月として過去最高を記録し、英国、イタリアを除く

18 市場で 12 月として過去最高を記録した。夏から秋にかけての一連の災害等の影響で、韓国

（6月から）や台湾（9月から）においては前年同月を下回っていたが、観光需要の復興に向け

た取り組みが奏功し、前年同月を上回るまでに回復した。 

【年間】 

 2018年の訪日外客数は、前年比 8.7%増の 3,119万 2千人で、JNTO が統計を取り始めた 1964 年

以降、最多となった。 

 東アジア市場を中心に自然災害による旅行控えが見られたが、年末までに東アジア市場すべてで

前年同月を上回るまでに回復した。東南アジア市場については各市場における訪日旅行プロモー

ションが訪日需要を創造し、欧米豪市場については、好調なクルーズ船需要やグローバルキャン

ペーンの実施により、年間を通じて好調な伸びを示した。 

 市場別では、中国が 838万人となり全市場で初めて 800 万人台に達したほか、タイが 113 万人と

なり、東南アジア市場で、初めて 100万人を突破するなど着実な伸びを示し、結果として香港を

除く 19市場で過去最高を記録した。 

※ 本リリースは国土交通記者会・交通運輸記者会に配布しております。 

 

平成 31年 1月 16日 

理事長 清野 智 

訪日外客数（2018 年 12 月および年間推計値） 

◇ 12 月 ： 前年同月比 4.4%増の 263 万 2 千人 

◇ 1 月～12 月 ： 前年比 8.7%増の 3,119 万 2 千人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 月別推計値と 2003年以降の訪日外客数は、下記リンク「訪日外客数の動向」内からダウンロードできます。 

  https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/index.html 

  「月別推計値（Excel）」、「国籍/月別 訪日外客数（2003年～2018年）（PDF・Excel）」 

＊ 最新の市場動向トピックス 

https://www.jnto.go.jp/jpn/inbound_market/report.html  

※11・12月のトピックスは 1月末頃に掲載予定 
お問い合わせ先： 

企画総室 調査・マーケティング統括グループ 

TEL：03-6691-0939 

https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/index.html
https://www.jnto.go.jp/jpn/inbound_market/report.html


日本政府観光局(JNTO) 平成31年1月16日
Japan National Tourism Organization（ＪＮＴＯ）　　　　　　　　　　　　　　 16/Jan/2019

　　(単位：人  / Unit: Persons)

訪日外客数 出国日本人数
Visitor  Arrivals Japanese  Overseas  Travelers

月 平成29年 平成30年 伸  率 平成29年 平成30年 伸  率
Month 2017 2018 Change % 2017 2018 Change %

1 2,295,668 2,501,409 9.0 1,295,059 1,423,727 9.9
Jan. (2,006,775) (2,171,045) (8.2)

2 2,035,771 2,509,297 23.3 1,493,399 1,390,518 -6.9
Feb. (1,791,122) (2,280,872) (27.3)

3 2,205,664 2,607,956 18.2 1,745,412 1,807,063 3.5
Mar. (1,898,944) (2,283,596) (20.3)

4 2,578,970 2,900,718 12.5 1,234,921 1,356,679 9.9
Apr. (2,300,476) (2,603,797) (13.2)

5 2,294,717 2,675,052 16.6 1,317,742 1,383,847 5.0
May (2,020,226) (2,391,395) (18.4)

6 2,346,442 2,704,631 15.3 1,336,169 1,421,649 6.4
Jun. (2,117,253) (2,454,154) (15.9)

7 2,681,518 2,832,040 5.6 1,480,718 1,557,980 5.2
Jul. (2,426,074) (2,564,205) (5.7)

8 2,477,428 2,578,021 4.1 1,888,071 2,033,435 7.7
Aug. (2,208,644) (2,295,775) (3.9)

9 2,280,406 2,159,595 -5.3 1,622,694 1,630,088 0.5
Sep. (1,965,310) (1,836,045) (-6.6)

10 2,595,148 2,640,610 1.8 1,459,083 1,646,230 12.8
Oct. (2,289,918) (2,310,354) (0.9)

11 2,378,079 ＊2,450,800 ＊3.1 1,546,985 1,673,473 8.2
Nov. (2,100,951)

12 2,521,262 ＊2,631,800 ＊4.4 1,469,039 ＊1,629,300 ＊10.9
Dec. (2,315,900)

1～12 28,691,073 ＊31,191,900 ＊8.7 17,889,292 ＊18,954,000 ＊6.0
Jan.-Dec. (25,441,593)

◆注１: 本資料を引用される際は、出典名を「日本政府観光局(JNTO)」と明示してください。

◆注２ : 訪日外客数のうち、2018年の*印の斜体部分は推計値、その他の値は暫定値、2017年の値は確定値である。

◆注３ : 訪日外客数及び＊印の出国日本人数は法務省資料を基にJNTOが算出し、それ以外の出国日本人数は法務省資料を転記した数値である。

◆注４ : (  )内は、総数のうちの観光客数である。

◆注５ : 訪日外客とは、国籍に基づく法務省集計による外国人正規入国者から、日本を主たる居住国とする永住者等の外国人を除き、

　　　　　これに外国人一時上陸客等を加えた入国外国人旅行者のことである。駐在員やその家族、留学生等の入国者・再入国者は訪日外客に含まれる。

　　　　　なお、上記の訪日外客数には乗員上陸数は含まれない。

◆Note 1. If reproduced, your credit line to JAPAN NATIONAL TOURISM ORGANIZATION is mandatory.

◆Note 2. The figures for Visitor Arrivals are definitive (2017) and provisional (2018), while * stands for the preliminary ones, compiled and estimated by JNTO.

◆Note 3. Provisional and definitive figures for Japanese Overseas Travelers are provided by the Ministry of Justice.   

◆Note 4. The figures in (  ) represent the number of tourists among the total.

平成30年  訪日外客数・出国日本人数
2018  Visitor Arrivals & Japanese Overseas Travelers
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2018年12月　訪日外客数 （JNTO推計値）
Visitor Arrivals for Dec. 2018 (Preliminary figures by JNTO)

2017年 2018年 2017年 2018年

12月 12月 1月～12月 1月～12月

総数 Grand Total 2,521,262 2,631,800 4.4 28,691,073 31,191,900 8.7

韓国 South Korea 678,905 681,600 0.4 7,140,438 7,539,000 5.6

中国 China 564,264 599,100 6.2 7,355,818 8,380,100 13.9

台湾 Taiwan 319,516 335,800 5.1 4,564,053 4,757,300 4.2

香港 Hong Kong 207,243 209,500 1.1 2,231,568 2,207,900 -1.1

タイ Thailand 115,835 128,300 10.8 987,211 1,132,100 14.7

シンガポール Singapore 86,433 87,100 0.8 404,132 437,300 8.2

マレーシア Malaysia 64,712 67,600 4.5 439,548 468,300 6.5

インドネシア Indonesia 52,343 54,000 3.2 352,330 396,900 12.7

フィリピン Philippines 48,673 55,700 14.4 424,121 504,000 18.8

ベトナム Vietnam 19,678 24,400 24.0 308,898 389,100 26.0

インド India 8,933 10,300 15.3 134,371 154,100 14.7

豪州 Australia 57,292 63,600 11.0 495,054 552,400 11.6

米国 U.S.A. 116,164 126,900 9.2 1,374,964 1,526,500 11.0

カナダ Canada 27,055 28,100 3.9 305,591 330,500 8.2

英国 United Kingdom 22,954 22,900 -0.2 310,499 334,000 7.6

フランス France 17,035 17,700 3.9 268,605 304,900 13.5

ドイツ Germany 11,495 12,500 8.7 195,606 215,300 10.1

イタリア Italy 9,430 8,900 -5.6 125,864 150,000 19.2

ロシア Russia 5,709 6,300 10.4 77,251 94,800 22.7

スペイン Spain 5,904 6,000 1.6 99,814 118,900 19.1

その他 Others 81,689 85,500 4.7 1,095,337 1,198,500 9.4

◆注１ : 本資料を引用される際は、出典名を「日本政府観光局(JNTO)」と明示してください。

◆注２ : 上記の2017年の数値は確定値、2018年の数値は推計値である。

◆注３ : 訪日外客とは、国籍に基づく法務省集計による外国人正規入国者から、日本を主たる居住国とする永住者等の外国人を除き、これに外国人一時上陸客等

　　　　　を加えた入国外国人旅行者のことである。駐在員やその家族、留学生等の入国者・再入国者は訪日外客に含まれる。

　　　　　なお、上記の訪日外客数には乗員上陸数は含まれない。

◆Note 1. If reproduced, your credit line to JAPAN NATIONAL TOURISM ORGANIZATION is mandatory.

◆Note 2. Above figures for 2017 are definitive, those for 2018 are the preliminary ones estimated by JNTO

国・地域 Country/Area

総数　　Total 総数　　Total

伸率（％）伸率（％）
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韓国
中国
台湾
香港
韓国
中国
台湾
香港

訪日外客数のシェアの比較 
2017年/2018年

2017年1月～12月 2018年1月～12月
8.7 %増

2869万1千人 3119万2千人

韓国

中国

台湾

香港

タイ

シンガポール

マレーシア

インドネシア

フィリピン

ベトナム

インド

豪州
米国

カナダ

英国
フランス

ドイツ
イタリア

ロシア

スペイン

その他

韓国

中国
台湾

香港

タイ
シンガポール

マレーシア

インドネシア

フィリピン

ベトナム

インド

豪州

米国

カナダ
英国

フランス
ドイツ

イタリア
ロシア スペイン

その他

東アジア

74.2%

東南アジア

＋インド

10.6.%

欧米豪

11.3%

714.0万人

東南アジア

＋インド

11.2%

欧米豪

11.6%

東アジア

73.4%

735.6万人
456.4万人

223.2万人

753.9.万

人

475.7万人

220.8万人

838.0万人
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地域別訪日旅行市場の概況（年間総括） 

１. アジア  

① 東アジア 

 韓国の訪日旅行者数は 7,539,000人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017年 7,140,438人）。

韓国の外国旅行需要の増加や、相次ぐ格安航空会社（以下、LCC）の新規就航等に伴う座席供給量の拡大

を背景に、1月に単月として過去最高となる 803,816人を記録し、韓国市場として初めて単月で 80万人

を超えたほか、多くの月で 60万人前後の訪日が続いた。年の後半は、地震や台風など自然災害の影響で

前年同月を下回った月が続いたものの、正確な情報発信やインフルエンサー等を活用した観光復興の取

り組みもあり、12月には前年同月を上回るまでに回復した。韓国市場では、若者層や家族層をターゲッ

トとした SNS旅行専門チャンネルや YouTuberとのメディアタイアップキャンペーンを実施。また、「私

の心をわかってくれる日本」をキャッチフレーズにした広告宣伝に加えて、LCC の地方路線の拡充に合

わせた航空会社や旅行会社との共同広告や、インスタグラムや Facebook などを活用した SNS での情報

発信を通じて、消費者に直接アプローチし、地方誘客の強化を図った。 

 中国の訪日旅行者数は 8,380,100 人で過去最高を記録、全市場を通じ、初めて年計で 800万人を超えた

（これまでの過去最高は 2017 年 7,355,818人）。個人旅行(以下、FIT)市場の拡大を受け、関西空港閉

鎖の影響を受けた 9 月を除く月で同月過去最高を記録。特にハイシーズンである 7、8 月は、80 万人を

超える訪日があり、7 月には単月として過去最高となる 879,097 人を記録した。地震や豪雨など自然災

害による訪日旅行控えは限定的で、年の後半も前年同月を上回るペースを維持した。訪日旅行市場全体

を牽引した中国市場では、FIT 化が進んでいることから、訪日旅行プロモーションにおいても個々のニ

ーズに沿った多様な日本の魅力を「深度游（個別テーマ性のある旅行）」キャンペーンの実施や、イン

フルエンサーの活用を通じて発信するとともに、訪日市場が拡大している中国の地方都市や内陸都市の

旅行会社を中心に、日本への招請や商談会を実施するなど、訪日旅行商品造成支援を強化した。また、

拡大する中国スキー市場の取り込みを目的に、9 月に北京で開催されたウインタースポーツの博覧会

（World Winter Sports（Beijing） Expo2018）に JNTOとして初めて出展し、訪日目的の多様化を図っ

た。 

 台湾の訪日旅行者数は 4,757,300人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017年 4,564,053人）。

4 月は、単月として過去最高となる 470,042 人を記録するなど、多くの月で同月過去最高を記録。航空

座席供給量の増加も相まって堅調な伸びを示した。一方で、年の後半は、地震や台風など自然災害の影

響で前年同月を下回った月が続いたものの、メディア招請等の復興プロモーションや正確な情報の発信

等もあり、12月には前年同月を上回るまでに回復した。台湾市場ではエアラインとの共同広告による新

規就航の支援等により、路線の維持・定着化を図ると共に、台湾でトレンドのマラソンやキャンプ、ハ

イキングといったアウトドアアクティビティを絡めた動画や特集記事の制作、オンライン広告や公式ウ

ェブサイトのコンテンツ拡充、参加型キャンペーン、SNS 等を通じて発信するなど、リピーター層の地

方分散化に力を入れた。また、直行便が増加している高雄や台中といった台湾中南部での訪日旅行プロ

モーションを強化し、旅行博の出展のほか一般消費者イベント開催、共同広告等により新規需要の開拓

に取り組んだ。 

 香港の訪日旅行者数は、2,207,900人であった。（これまでの過去最高は 2017年 2,231,568人）。年の

後半は、地震や豪雨など自然災害の影響で前年同月を下回った月が続いたものの、12月には前年同月を

上回るまでに回復した。香港市場では、リラックスや癒しの旅「ゆるたび」をテーマに、現地の人気ト

ラベル雑誌である「Weekend Weekly(新假期)」とタイアップした北海道、北陸、四国のモデルコースの

紹介のほか、東北旅行等をプレゼントする写真投稿コンテストのような参加型のキャンペーンなどを通

じ、各地方の魅力の訴求と訪日需要の地方分散化に取り組んだ。また、オンラインキャンペーン「春の

ゆるたび大抽選キャンペーン」や消費者向けイベント『日本「ゆるたび」秋の文化祭（日本秋遊文化祭）』、

ウェディングフェアへの出展など、季節・特定の目的に合わせた訪日魅力の発信もおこない、テーマ性

のある訪日旅行の促進を図った。 
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② 東南アジア 

 タイの訪日旅行者数は 1,132,100 人で過去最高を記録、東南アジア市場で初めて年計で 100 万人を超え

た（これまでの過去最高は 2017年 987,211人）。全ての月で同月過去最高を更新し、年間を通じて東南

アジア市場を牽引した。特に年間最大の旅行シーズンであるソンクラーン（タイ正月）休暇のあった 4

月は、単月として過去最高となる 148,647人を記録した。航空路線の新規就航や増便が相次いだことで、

6 月から 8 月にかけて特に高い伸びを記録した。2018 年はピークシーズンに向けて、バンコクでの旅行

フェアの開催や参加を行い、購買につながる航空便商品のキャンペーンを行った他、スノーアクティビ

ティ等の特定のテーマ旅行について重点的に情報発信し、新たな需要創造を図った。また、新たに 6-8

月の閑散期対策として、5 月に夏季の訪日魅力を伝える特設サイトを開設し、オンライン広告等で情報

発信を行った。更に、地方分散を狙い、9月に東北への有名人活用のメディア招請を実施。その他、航空

会社等と連携し各地への旅行会社招請による商品造成・販売促進等を行い、通年に渡って需要拡大を図

った。 

 シンガポールの訪日旅行者数は 437,300 人となり過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017 年

404,132人）。12月には単月として過去最高となる 87,100人を記録したほか、年間を通して全ての月で

同月過去最高を更新した。FIT が訪日市場を牽引しているシンガポール市場においては、ウェブサイト

から旅行を手配する人の割合が他の東南アジア市場と比較しても高いため、訪日旅行プロモーションに

おいては、オンライン・トラベル・エージェント(以下、OTA)と連携したプロモーションを展開した。具

体的には、東北・中部・九州など、地方エリアについて、観光コンテンツの情報発信をおこない、OTAキ

ャンペーンページ内で商品購入ができる施策を実施した。また、2017 年にシンガポール-広島線が就航

したこともあり、中国地方への関心が高まっている。会員制訪日コミュニティサイト「JAPAN By Japan」

においては、中国・四国地方の食、歴史、文化、自然などを紹介し魅力の発信をおこなった。シンガポ

ール市場においては、地方空港へ直行便が多数就航していることもあり、今後の地方への誘客が期待さ

れる。 

 マレーシアの訪日旅行者数は 468,300人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017年 439,548人）。

旧正月休暇の時期が動いたことによる影響を受けた 2 月は前年同月比 32.4%増と好調な伸びを記録した

ほか、学校休暇時期と重なる 12 月には単月として過去最高となる 67,600 人を記録した。1 月の Japan 

Travel Fair、3月と 9月に開催された MATTA Fair、7月の MITM Fairなど旅行博において、訪日旅行の

PR と訪日旅行商品の販売促進を図った。マレーシア国内各地でセミナー商談会を実施したことに加え、

FIT や教育旅行に特化したセミナーも実施した。また、中華系に比べて訪日旅行がまだ一般的でないム

スリム層に対しては、ムスリム向けセミナーやムスリムのブロガー招請を実施したほか、Facebookでの

情報発信などを通じて、訪日者層の拡大を図った。 

 インドネシアの訪日旅行者数は 396,900 人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017 年 352,330

人）。5月からのインドネシア・エアアジア Xのジャカルタ-成田線の新規就航（9月 30 日より運休）、

また、ラマダン（断食）開始日が早まり、レバラン（断食明け大祭）休暇が 6 月中旬となったことで、

有給休暇と合わせて大型連休の取得が可能であったことで、6 月は単月として過去最高となる前年同月

比 46.6%増の 56,157人を記録した。インドネシアでは、旅行博での即売会が、旅行商品の購入チャネル

の 1つであるため、3月および 10月にはジャカルタ市内の商業施設（コタカサブランカ・モール）にて

訪日旅行に特化した旅行博である「Japan Travel Fair 2018」を開催した。2018年は日本インドネシア

国交樹立 60 周年であったこともあり、これを契機とした日本観光ブランドアンバサダーの任命や招請

事業を実施した。また、ムスリム層に対しては、ムスリム系旅行会社やムスリム向けツアーを販売する

旅行会社を北海道に招請し、モスクやムスリムフレンドリーレストランを訪問したほか、ルスツリゾー

トでのスノーアクティビティなど、北海道ならではの魅力の体験を通じて、ムスリム層への訪日意欲の

喚起を図った。 

 フィリピンの訪日旅行者数は 504,000人で過去最高を記録、初めて年計で 50 万人を超えた（これまでの

過去最高は 2017年 424,121人）。東南アジア市場において、タイに次いで 2 番目に訪日旅行者数が多い

市場となった。全ての月で同月過去最高を記録し、4 月には単月過去最高となる 63,893 人を記録した。

3月のジェットスターのクラーク-関西線や 12月のフィリピン航空のマニラ-新千歳線の新規就航、その

他増便なども相次ぎ、外部環境と訪日旅行プロモーションの相乗効果が、訪日機運の醸成を促した。ま
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た、3 月から 5 月までスタークルーズ社がマニラ発着・沖縄寄港のクルーズ船の運航を行い、これを機

にインフルエンサーとメディア招請を行い、訪日クルーズと沖縄の魅力を訴求した。なお、10月には事

務所をマニラに開設。今後も、フィリピンにおけるさらなる訪日旅行プロモーションの強化に向けて取

り組んでいく。 

 ベトナムの訪日旅行者数は 389,100人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017年 308,898人）。 

4 月には単月として過去最高となる 50,299 人を記録したほか、2月を除き、前年同月比 2 桁増の好調な

伸びを記録した。団体旅行の割合が高いベトナム市場では、特に現地旅行会社に向けた取り組みを強化。

訪日旅行への需要喚起と新たな観光コンテンツの訴求を軸に、セミナー商談会や旅行会社招請、旅行会

社と連携した訪日旅行促進キャンペーンなどを実施した。一般消費者向けには、イベント・旅行博への

出展のほか、ベトナム語公式ウェブサイトや Facebookを通じて、季節ごとの日本各地の魅力の情報発信

を行い、訪日旅行の魅力の訴求と地方誘客への拡大を図った。 

 インドの訪日旅行者数は 154,100人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017年 134,371人）。4

月には、単月として過去最高となる 17,713人を記録したほか、多くの月で前年同月比 2桁増の好調な伸

びを記録した。訪日旅行プロモーションにおいては、インド市場最大の旅行シーズンである春季の訪日

需要喚起と訪日旅行商品の新規造成を目的として、2 月に在ベンガロール日本国総領事館と共催で観光

セミナーを実施した他、旅行会社招請や事務所での定期的なセミナーによる旅行会社との関係構築が訪

日旅行者数増加に寄与した。また、3月にはインド市場向けコンテンツを用いたウェブサイトを開設し、

インドからの訪問が多い観光地域やベジタリアン向けのコンテンツ、査証や両替などに関する訪日旅行

の際に必要な基本情報等の情報提供を行い、インド市場向けの訪日情報の拡充を図った。 

２. 豪州、北米 

 豪州からの訪日旅行者数は 552,400人で過去最高を記録、初めて年計で 50万人を超えた（これまでの過

去最高は 2017年 495,054人）。イースター休暇の日程変動の影響を受けた 4 月など、前年と同水準にな

る月もあったが、訪日旅行者数は全ての月で同月過去最高を記録した。豪ドルレートの回復による経済

の安定といった背後要因に加え、2017 年 9 月に JAL が、12 月にカンタス航空が新規路線を就航するな

ど、航空座席供給量が大幅に増加しており、こうした好機を捉えた訪日旅行プロモーションにより、訪

日意欲の喚起を図ってきた。上記の新規就航を背景とした特別運賃キャンペーンや共同事業、オリンピ

ック選手を起用した広告、クイズを用いたデジタルキャンペーン等、多種多様な取組みを実施した。 

 米国からの訪日旅行者数は 1,526,500 人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017 年 1,374,964

人）。好調な米国経済や継続的な訪日旅行プロモーションによる訪日機運の醸成など、訪日検討を後押

しする環境が揃い、訪日旅行者数は全ての月で同月過去最高を更新した。PR 会社を活用したメディアへ

の働きかけが奏功し、訪日旅行関連のメディア露出が堅調に増加しているほか、富裕層向けの旅行会社

を対象とした商談会や一般消費者を対象とした旅行博への参加、Japan Week等の事業での情報発信やジ

ャパン・ハウスでの訪日旅行セミナーの開催等、多くの取組みを実施した。加えて、クルーズ会社と連

携して販売促進セミナーを実施した効果により、訪日クルーズ需要も着実に増加していることも訪日旅

行者数の増加を下支えしている。 

 カナダからの訪日旅行者数は 330,500人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017年 305,591人）。

訪日旅行者数は、休暇日程の変動の影響を受けた 1 月と 4月を除き、多くの月で同月過去最高を更新し

た。2018年冬ダイヤにおいて航空座席供給量が減少したものの、6月に新規就航したモントリオール-成

田線やクルーズ利用による訪日旅行者数の伸びが訪日旅行者数の増加を下支えした。カナダでは、食や

アニメなど生活に根ざした日本の文化や流行が認知されつつあり、訪日旅行プロモーションにおいても、

こうしたコンテンツをフックに、消費者、業界関係者双方に向けて訪日旅行の魅力を PR した。さらに、

モントリオールを中心とする仏語圏、トロント、バンクーバーを中心とする中華系住民に向けた情報発

信も行い、新たな需要の開拓にも取り組んだ。 

３. 欧州 

 英国からの訪日旅行者数は 334,000人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017年 310,499人）。
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休暇日程の変動等の影響により、月によっては前年と比較してマイナスに転じたこともあったが、多く

の月で前年を大きく上回り、年間トータルでの訪日旅行者数は増加した。アウトバウンド需要が低迷し

ている厳しい状況の中、効果的な訪日旅行プロモーションやクルーズによる訪日旅行者数の増加が、英

国からの訪日旅行者数全体の伸びに寄与した。メディアへの出稿や富裕層向け旅行会社との商談会の開

催等に加え、ラグビーワールドカップ 2019 の観戦やスキー体験といったスポーツ愛好者層をターゲッ

トとしたプロモーションにも注力した。 

 フランスからの訪日旅行者数は 304,900人で過去最高を記録、初めて年計で 30万人を超えた（これまで

の過去最高は 2017年 268,605人）。デモの発生等、社会情勢が不安定な部分もあったが、緩やかな景気

回復を背景に、訪日旅行者数は全ての月で前年同月を上回る等、好調に推移した。特に 4 月以降は常に

前年同月を 10%以上上回り、非常に好調だったと言える。継続的に展開している航空会社との共同広告、

メディア招請などの訪日旅行プロモーションが奏功したことに加え、7 月に開幕した大型日本文化紹介

イベント「ジャポニスム 2018」と連携した事業やポップカルチャーをテーマとしたメディア招請、ラグ

ビーファン向けのウェブサイトの新規開設等、テーマ性のある旅行の訴求を実施し、新たな需要の開拓

にも取り組んだ。 

 ドイツからの訪日旅行者数は 215,300人で過去最高を記録、初めて年計で 20 万人を超えた（これまでの

過去最高は 2017年 195,606人）。好調なドイツ経済が外国旅行を含めた消費意欲を喚起する中、イース

ター休暇の日程変動等の影響を受けた 4 月を除き、訪日旅行者数は全ての月で前年同月を上回った。ド

イツ市場では、旅行先としての認知から検討・検索、そして実際の訪日旅行商品の購入に至るチャネル

を拡充すべく、各フェーズに合わせた PR戦略を取り入れており、こうした継続的な訪日旅行プロモーシ

ョンによる訪日機運の醸成が、恒常的な訪日需要の増加を支えた。 

 イタリアからの訪日旅行者数は 150,000 人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017 年 125,864

人）。停滞するイタリア経済をよそに、訪日旅行者数は 11か月連続で前年同月を上回るなど、好調に推

移した。特に 5 月以降は 7 か月連続で前年同月を 20%以上上回り、非常に好調だったと言える。経由便

の座席供給量の増加に加え、航空会社との共同広告や雑誌への日本各地の記事の掲載、JNTOイタリア語

Facebookでの情報発信などの継続的な訪日旅行プロモーションにより、イタリアで最も権威ある旅行・

観光の賞である「ITALIA TRAVEL AWARDS（イタリア・トラベル・アワード）」でベストデスティネーシ

ョン：文化部門を受賞するなど、旅行先としての日本の認知度はさらに高まった。また、クルーズ会社

と共同プロモーションを実施し、クルーズ需要の取込みを図った。 

 ロシアからの訪日旅行者数は 94,800人で過去最高を記録（これまでの過去最高は 2017年 77,251人）。

これまでロシアでは、経済制裁を受けたルーブルの下落や経済の停滞により、長らく外国旅行需要自体

の低迷が続いていた。しかし、JNTOの働きかけもあり、ロシアの極東地域発の新規就航及び増便が実現

し、航空運賃が値下がりしたことに加え、2017年からの査証発給要件の緩和が訪日旅行市場にとって大

きな追い風となり、訪日旅行者数は全ての月で同月過去最高を更新。複数の航空会社、旅行会社との共

同広告のほか、観光写真展、フォトコンテスト等の一般消費者向けのイベントを開催した。また、ロシ

ア市場では、造成・販売される訪日旅行商品も多くはないため、旅行会社向けセミナーやメディア招請、

旅行博への出展などを通じて、特に政府・業界関係者との関係構築に力を入れた。 

 スペインからの訪日旅行者数は 118,900人で過去最高を記録、初めて年計で 10万人を超えた（これまで

の過去最高は 2017 年 99,814 人）。イースター休暇の日程変動等の影響により前年同月を下回った 4 月

を除き、好調なスペイン経済を背景に、訪日旅行者数はすべての月で同月過去最高を更新した。スペイ

ン市場では、スペイン旅行会社連盟（CEAV）をはじめ、特に政府・業界関係者との関係構築に力を入れ

てきたことに加え、航空会社との共同広告や口コミキャンペーン等の訪日旅行プロモーションにより、

旅行先としての日本の認知度向上に取り組んだ。 
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